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2025（令和７）年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請等について 

 

我が国の持続的な発展のためには、若者の人材育成が不可欠であり、学生が学業に

専念し、安心して就職活動に取り組める環境をつくることが重要です。 

しかしながら、近年、学生の就職活動は、早期化・長期化する傾向にあることに加

え、就職・採用活動の開始日より前にインターンシップ等と称して実質的な採用選考

活動が実施されるなどの事態が生じているほか、就職活動を行う学生に対するハラス

メントが問題となっています。これらは、学生に混乱をもたらすとともに、学業に専

念する機会や、安心して就職活動に取り組める環境を大きく損なうものです。 

また、採用と大学教育の未来に関する産学協議会の整理に基づいたインターンシッ

プ等が開始されるようになるなど、学生の就職・採用活動に関する新たな取組も進ん

でいます。 

こうした状況を踏まえ、政府として「2025（令和７）年度卒業・修了予定者等の就

職・採用活動に関する要請事項」を別紙のとおり取りまとめました。就職・採用活動

の円滑な実施及び学生が学業に専念できる環境の確保のためには、足並みを揃えた取

組が必要です。本要請事項の趣旨を御理解いただき、加盟各企業等に対し、周知して

いただくとともに、本要請への御協力をお願い申し上げます。 

 

（アンケート） 

 別紙の要請事項の周知状況等を把握するため、本年夏頃、アンケートを別途実施す

るので、御協力をお願い申し上げます。 

内 閣 官 房 内 閣 審 議 官 

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 長 

厚生労働 省人材 開発統括 官 

経済産業省経済産業政策局長 
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2025（令和７）年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請事項 

 

 

 就職・採用活動の円滑な実施に加え、学生が学業に専念できる環境を確保するため、

2025(令和７)年度（2026（令和８）年３月）に卒業・修了予定の学生 1を対象とした就職・

採用活動について、政府として就職・採用活動を行う主体 2に対し、以下の各項目の枠内の

事項について、広く要請します。 

 

１．就職・採用活動の日程 

我が国の持続的な発展のためには、若者の人材育成が不可欠であり、学生が学業等に

専念し、安心して就職活動に取り組める環境をつくることが重要です。 

しかしながら、通常の学事日程に配慮して定められた広報活動の開始日（卒業・修了年

度に入る直前の３月１日）及び採用選考活動の開始日（卒業・修了年度の６月１日）より

も前に、それらの活動が行われることで、広報活動及び採用選考活動が一部で早期化し、

学生の就職活動期間は長期化する傾向を示しています 3。 

こうした事態は、学生に混乱をもたらすとともに、学生が学修時間等を確保しながら

安心して就職活動に取り組める環境を損なっています。 

 

Ⅰ．内容 

下記の就職・採用活動日程ルールを原則とする。 

・ 広報活動開始  ：卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降 

・ 採用選考活動開始：卒業・修了年度の６月１日以降 

・ 正式な内定日  ：卒業・修了年度の 10月１日以降 

 

― 広報活動の開始期日より前に行う活動は、不特定多数に向けた一般的なもの 
4にとどめ、学生の個人情報の取得や個人情報を活用した広報・採用選考活動は

行わないこと 5。 

 

― 広報活動の実施に当たっては、その後の採用選考活動に影響を与えるもので

はないことを十分に周知 6すること。 

 
1 日本国内の大学、大学院修士課程、短期大学、高等専門学校の卒業・修了予定者が対象であり、大学院博士

課程（後期）に在籍している院生はこの限りではありません。 
2 採用を予定する企業のみならず、学生の就職支援サービスに関わるすべての民間企業・団体も含みます。 
3 内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」（2023（令和５）年 12 月） 
4 例えば、ホームページにおける文字や写真、動画などを活用した情報発信、文書や冊子等の文字情報による

ＰＲなどです。 
5 広報活動のスケジュールを事前に公表することは差し支えありません。 
6 例えば、広報活動を行う際の告知・募集の段階と実施時の段階の双方において、当該活動が広報活動として

行われる旨を、ホームページや印刷物への明記、会場での掲示、口頭による説明などの方法によって、学生

に周知徹底するなどです。 

（別紙１） 
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それに加えて、以下のⅡ．の人材については、 

(i) 卒業・修了年度に入る直前の春休み以降のタイミングで、産学協議会が令  

和４(2022)年４月にまとめた学生のキャリア形成支援活動（４類型）のタイプ３

のうち専門活用型インターンシップを活用すること、かつ 

(ii) インターンシップ後の採用選考を経ること 

により、６月の採用選考開始時期にとらわれないこととする。 

 

Ⅱ．対象 

対象となる人材については、産学協議会が令和４(2022)年４月にまとめたタイ 

プ３のうち専門活用型インターンシップを通じて判断される者とする。 

 

（参考）タイプ３のインターンシップ（就業体験、自らの能力の見極め、評価材料

の取得） 

汎用的能力・専門活用型インターンシップ 

(i)汎用的能力活用型インターンシップ      実施期間は５日以上 

(ii)専門活用型インターンシップ        実施期間は２週間以上 

注）実施期間のうち半分を超える日数は職場での就業体験が必要 

 

Ⅲ．留意事項 

Ⅰ及びⅡの実施に当たっては、 

（ａ）透明性確保のため、Ⅱ．の人材を求めるためにインターンシップを実施する

企業は、以下の内容を含む事項をＨＰ等で公表する。 

１）産学協議会基準に準拠したタイプ３のインターンシップの情報開示要件 

a.プログラムの趣旨(目的) 

b.実施時期・期間、場所、募集人数、選抜方法、無給/有給等 

c.就業体験の内容（受入れ職場に関する情報を含む） 

d.就業体験を行う際に必要な能力 

e.インターンシップにおけるフィードバック 

f.採用活動開始以降に限り、インターンシップを通じて取得した学生情報を

活用する旨（活用内容の記載は任意） 

     注）ここでいう「採用活動開始」の時期については、専門活用型インター

ンシップの実施により６月より前に採用選考を開始する場合には、その

時からとする。 

g.当該年度のインターンシップ実施計画（時期・回数・規模等） 
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h.インターンシップに係る実績概要（過去２～３年程度）  

i.採用選考活動等の実績概要 

２）その他の開示要件 

j.就業体験を行う際に学生に求める大学における学修成果水準(GPA等) 

k.就業体験を行う際に学生に求める専門的能力 

l.参考情報として、新卒一括採用に係る採用計画(採用人数等） 

 

（ｂ）多様な人材の活躍を促すため、実施企業は、新卒学生のみならず、博士課程

学生、既卒学生、海外からの日本人及び外国人留学生など多様な人材にも、同

様のインターンシップ、採用選考の機会を設ける。 

 

（ｃ）実施企業は、学生の専門性や能力に応じ、就業後におけるその学生のキャリ

アパスが適切に形成されることに配慮して、採用を行う。 

 

 

上記の新しい採用日程を設けた考え方は、次のとおりです。 

従来の大量一括採用の仕組みの中では、高い専門的知識や能力を持った大学院生、日

本人海外留学者や外国人留学生や学部生の専門性が十分に評価されず、また、企業にと

っても、そうした学生を適切に採用・活用できていないという課題があります。 

このため、 

・ 高い専門的知識や能力を持った大学院生、留学生や学部生が、正当に評価される形

で就職活動を行えるようにするとともに、 

・ 企業としても、学生の希望に応える形で、高い専門的知識や能力を持つ人材を確保

できるようにすることとします。 

その上で、実施企業には、学生の専門性や能力に応じ、就業後におけるその学生のキャ

リアパスが適切に形成されることに配慮して、採用を行うことが期待されます。 

 

なお、多様な人材の活躍を促進する観点から、通年採用や経験者採用の導入・拡大など、

採用方法の多様化を一層推進していくことを期待します 7。 

 

【用語の定義】 

○ 広報活動とは、採用を目的として、業界情報、企業情報、新卒求人情報等を学生

に対して広く発信していく活動をいう。その開始期日の起点は、自社の採用サイト

あるいは求人広告会社や就職支援サービス会社の運営するサイト等で学生の登録を

受け付けるプレエントリーの開始時点とする。 

○ 採用選考活動とは、一定の基準に照らして学生を選抜することを目的とした活動

をいう。具体的には、選考の意思をもって学生の順位付け又は選抜を行うもの、あ

 
7 日本経済団体連合会「2024 年版経営労働政策特別委員会報告」でも採用方法の多様化が推奨されています。 
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るいは、当該活動に参加しないと選考のための次のステップに進めないものであり、

こうした活動のうち、時間と場所（オンラインを含む。）を特定して学生を拘束して

行う面接や試験などの活動をいう 8。 

 

２．学事日程等への配慮 

学生の就職活動期間が長期化すると、学修時間等の確保に影響を与えます。採用選考

活動は、広報活動とは異なり、日程や場所等の決定に関して学生に裁量が与えられてい

るものではないため、学生の負担軽減・学修時間の確保・学事日程等に十分に配慮する必

要があります。 

①  面接や試験の実施に際して、土日・祝日、平日の夕方以降の時間帯、長期休暇期

間等を活用するとともに、学生の健康状態に配慮すること 9。 

② 学生の授業、ゼミ、実験、試験、教育実習などの時間と重ならないよう、採用選

考活動の日時を設定すること。 

③ 採用選考活動の対象となる学生に対して、事前に余裕をもって連絡を行うこと。 

④ 学生のクールビズ 10等への配慮を行うとともに、その旨を積極的に学生に対して

周知すること。 

⑤ 上記①～④のほか、学生から個別事情の申し出がある場合、それらに十分配慮し

ながら採用選考活動を実施すること。 

 

３．インターンシップの取扱い 

インターンシップについては、産学協議会 11における 2021年度報告書「産学協働によ

る自律的なキャリア形成の推進」12における整理を踏まえ、政府においても「インターン

シップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっての基本的考え

方」13を改正し、2024年度以降の卒業・修了予定者については、就職・採用活動開始日 14

以降に限って、一定の要件を満たした質の高いインターンシップで取得した学生情報を

活用できることとなりました。 

一方で、インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組（以下、「インタ

ーンシップ等」という。）を契機として、本要請でお願いしている日程より前に実質的な

採用選考活動が行われる事例、通常の学事日程を考慮しないインターンシップ等が実施

されることにより、学生が学修時間等を確保しながら就職活動に取り組める環境が損な

 
8 エントリーシートの提出、ウェブテストやテストセンターの受検などによる事前スクリーニングは、日

程・場所等に関して学生に大幅な裁量が与えられていることから、上記の採用選考活動とは区別します。 
9 翌日の学業やレポートの作成等に影響がないように配慮するとともに、働き方改革の観点から、採用担当

者の労務管理についても御留意願います。 
10 政府としては、平成 17 年からクールビズ（冷房温度の適正化とその温度に適した軽装や取組など）を推

進しており、各企業においては、業界の実態等に照らして、御協力をお願いいたします。 
11 日本経済団体連合会と大学関係団体等の代表者により構成される「採用と大学教育の未来に関する産学協

議会」 
12 採用と大学教育の未来に関する産学協議会 2021 年度報告書(2022 年４月 18 日公表) 
13 文部科学省・厚生労働省・経済産業省の連名、平成９年９月 18 日策定。令和４年６月 13 日最終改正。 
14 広報活動は卒業・修了年度に入る直前の３月１日、採用選考活動は卒業・修了年度の６月１日 
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われる事態も生じています。 

  こうしたことから、産学の共通理解に基づくインターンシップ等を実施することが重

要です。 

  なお、上述の通り、タイプ３のうち専門活用型（２週間以上）かつ卒業・修了年度に

入る直前の春休み以降に実施されるインターンシップを通じて高い専門的知識や能力を

有すると判断された学生については、そのことに着目し、３月から行われる広報活動の

周知期間を短縮して、６月より以前のタイミングから採用選考プロセスに移行できるこ

ととし、プロセスの複線化をしております。 

  

〇 産学協議会 2021年度報告書「産学協働による自律的なキャリア形成の推進」に

おけるインターンシップ等の類型や「インターンシップを始めとする学生のキャ

リア形成支援に係る取組の推進に当たっての基本的考え方」を踏まえ、適切なイ

ンターンシップ等を行うこと。主な内容は下記のとおり。 

・ キャリア形成支援における産学協働の取組 15のうち、タイプ１（オープン・カ

ンパニー）、タイプ２（キャリア教育）は、「インターンシップ」には該当しない

ため、インターンシップと称して行ったり情報発信したりしないこと。 

・ インターンシップに参加できる学生数は限られており、就職活動予定者の一部

しか参加できないことが想定されるため、インターンシップ参加経験のない者で

あっても、採用選考へのエントリーは可能であることを十分に周知すること。 

・ インターンシップで取得した学生情報を就職・採用活動に活用できるのは、一

定の要件 16を満たしたタイプ３のものに限られ、そのようなインターンシップに

は、募集要項等に「産学協議会基準準拠マーク」の記載が可能になることに留意

すること。（別紙２参照） 

・ 広報活動又は採用選考活動の開始日より前に行うインターンシップ等について

は、広報活動や採用選考活動と異なるものであることを明確にすること。 

 
15 以下の 4 つのタイプに分類。 

①タイプ１（オープン・カンパニー）：企業・就職情報会社や大学キャリアセンターが主催するイベン

ト・説明会、セミナー・職場見学会等。 
②タイプ２（キャリア教育）：大学等が主導する授業・産学協働プログラム（正課・正課外を問わない）、

企業がＣＳＲとして実施するプログラム等。 
③タイプ３（汎用的能力・専門活用型インターンシップ）：一定の期間（汎用的能力活用型では５日間以

上、専門活用型では２週間以上）、就業体験を伴うもので、学生にとってはその仕事に就く能力が自ら

に備わっているか見極め、企業にとっては学生の評価材料を取得するもの。 
④タイプ４（高度専門型インターンシップ）：就業体験を通じて、学生にとっては実践力を向上させ、企

業にとっては学生の評価材料を取得するもので、ジョブ型研究インターンシップ（試行中）、高度な専

門性を重視した修士課程学生向けインターンシップ(検討中) が該当。 
16 以下の５つの要件。 

①インターンシップ実施期間の半分を超える日数を職場での就業体験（テレワークが常態化している場合

はテレワークも含む。）に充てること 

②職場の社員が学生を指導し、終了後にフィードバックを行うこと 

③汎用的能力活用型では５日間以上、専門能力活用型では２週間以上をかけて実施すること 

④学業との両立の観点から、学部３年・４年ないし修士１年・２年の長期休暇期間に実施すること（但

し、大学正課および大学院博士課程（後期）は長期休暇の限りでありません。） 

⑤プログラムの趣旨・内容・就業体験を行う際に必要な能力・採用選考活動等開始日以降に学生情報を活

用する旨・採用選考活動等の実績概要など、産学協議会が設けた項目をＨＰ等で公表すること 
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・ 広報活動又は採用選考活動の開始日以後に、2025（令和７）年度卒業・修了予

定者を含むインターンシップ等を実施する場合には、広報活動又は採用選考活動

の趣旨を含むことも差し支えないが、その場合は、あらかじめ当該活動の趣旨を

含むことを明示すること。 

・ インターンシップを実施する場合は、学生の長期休暇を活用し 17、学事日程に

十分に配慮すること。 

 

４．卒業・修了後３年以内の既卒者の取扱い 

近年は、留学や課外活動など様々な活動に意欲的に取り組む様々な学生も数多くいま

す。そうした意欲や能力ある有為な若者に、応募の機会を幅広く提供することが重要で

す。 

① 若者雇用促進法に基づく指針 18も踏まえ、卒業・修了後少なくとも３年以内の既

卒者は、新規卒業・修了予定者の採用枠に応募できるようにすること。 

② 上記①の既卒者について、通年採用など様々な募集機会を積極的に提供するとと

もに、その場合には、その旨の情報発信を行うこと。 

 

５．日本人海外留学者 19や外国人留学生などに対する多様な採用選考機会の提供 

国際的な人材獲得競争が展開される中で、日本人海外留学者や外国人留学生が、就職

活動で不利になるとの認識が生じることがないよう、多様で公平・公正な採用選考の機

会を提供することが重要です。 

 

① 日本人海外留学者や外国人留学生に対して、一括採用のほか、通年採用、海外や

国内で実施されるジョブフェアに参加するなど多様な採用選考機会を設けるなど

の取組を、各企業の必要に応じて行うとともに、積極的に周知すること。 

②  外国人留学生に対して、業種や職種等によって求められる日本語能力が多様であ

ること等も踏まえ、選考時点での一律の日本語能力ではなく、業務で求められる日

本語能力や専門性に応じた採用選考を行うなどの取組を、各企業の必要に応じて行

うこと。 

  また、そうした取組については、外国人留学生の多様性に応じた採用選考や採用

後の柔軟な人材育成・処遇等について政府として策定したチェックリストやベスト

プラクティス 20等を参考に、積極的に周知すること。 

③ 2026（令和８）年３月とは卒業・修了の時期が異なるなど何らかの理由により一

括採用の採用選考時期に就職活動を行わなかった学生に対して、通年採用や秋季採

用の導入を始めとした様々な募集機会を設けることについて、積極的に検討するこ

 
17 翌日の学業やレポート作成等に影響がないように配慮するとともに、採用担当者の労務管理についても御

留意願います。 
18 「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その

他の関係者が適切に対処するための指針」（平成 27 年厚生労働省告示第 406 号） 
19 留学期間が１．の就職・採用活動の日程と重複する者などを指します。 
20 外国人留学生の就職や採用後の活躍に向けたプロジェクトチーム（文部科学省、厚生労働省、経済産業省

の３省共同事務局）において「外国人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンドブック」を策定（令和

２年２月）。 
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と。また、そうした機会を提供している場合には、積極的に周知すること。 

 

６．オンラインの活用 

学生がオンラインであっても対面と同様に不公平・不公正な扱いを受けることなく、

安心して就職活動に取り組める環境を整えることが重要です。また、大学等の所在地に

より、学生の就職活動に不利が生じないよう、配慮する必要があります。 

 

① オンラインによる企業説明会や面接・試験を実施する場合には、その旨を積極的

に情報発信すること。特に、遠隔地の学生に対して、オンラインでの実施を積極的

に検討し、そうした機会を提供している場合には、積極的に周知すること。 

② 通信手段や使用ツールなど、どのような条件で実施するかについて事前に明示

し、学生が準備する時間を確保すること。 

③ 通信環境により、音声・映像が途切れる場合には、学生が不安にならないよう対

応すること。 

④ オンライン環境にアクセスすることが困難な学生に対しては、対面や他の通信手

段による企業説明会や面接・試験等も併せて実施すること。 

 

７．成績証明等の一層の活用 

採用選考活動では、学生の学業に対する取組状況が適切に評価されることが重要です 21 。 

 

○ 採用選考活動に当たっては、大学等における成績証明等を取得して一層活用する

こと（例えば、面接時にそれらに基づいた質問を行うなど）等により、学修成果や

学業への取組状況を適切に評価すること。 

 

８．公平・公正で透明な採用、個人情報の不適切な取扱いの防止の徹底 

学生が安心して就職活動に取り組むためには、応募者に広く門戸を開き、応募者の適

性・能力に基づいた公平・公正で透明な採用選考を行っていただくことが必要です。ま

た、学生の個人情報の不適切な取扱いにより、就職活動に不利に働くようなサービスが

提供され、利用される事案などが発生しました。 

 

○ 関係法令等 22を踏まえ、公平・公正で透明な採用選考活動を行うとともに、学生

 
21 日本経済団体連合会「2023 年版経営労働政策特別委員会報告」では、「学修成果の評価や保有しているス

キル・職能に基づいた採用基準による採用枠の拡大を検討する」旨が記載されています。 
22 「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」（昭和 41 年法

律第 132 号）、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和 47 年法律第

113 号）、「青少年の雇用の促進等に関する法律」（昭和 45 年法律第 98 号）、「障害者の雇用の促進等に関す

る法律」（昭和 35 年法律第 123 号）、「職業安定法」（昭和 22 年法律第 141 号）、「職業紹介事業者、求人

者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給

を受けようとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の

責務、募集内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働者供給事業者の責務等に関して適切

に対処するための指針」（平成 11 年労働省告示第 141 号）及び「個人情報の保護に関する法律」（平成 15

年法律第 57 号） 
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の個人情報の取扱い等を適切に行うこと。 

 

９．採用選考における学生の職業選択の自由を妨げる行為の防止の徹底  

  就職をしたいという学生の弱みに付け込んだ、学生の職業選択の自由を妨げる行為（い

わゆる「オワハラ」）が確認されています。オワハラは、憲法で保障された職業選択の自

由を侵害するおそれがある許されない行為です。 

企業の対応が学生にオワハラと受け止められれば、その企業にとって、法違反に問わ

れるおそれがあるほか、社会的信用の失墜や企業イメージの低下につながることも懸念

されます。 

また、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45年法律第 98号。）第７条の規定に

基づく「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、

職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針」（平成 27 年厚生労働省

告示第 406 号。）では、「採用内定又は採用内々定を行うことと引替えに、他の事業主に

対する就職活動を取りやめるよう強要すること等青少年の職業選択の自由を妨げる行為

又は青少年の意思に反して就職活動の終了を強要する行為については、青少年に対する

公平かつ公正な就職機会の提供の観点から行わないこと」とされていることにも留意が

必要です。 

 

〇 学生の職業選択の自由を確保するため、新卒等の採用を行う企業及び学生と企業

のマッチング機能を担う職業紹介事業者は、オワハラを行わないこと 23。 

 

（参考）オワハラについて 

現に採用・就職活動の現場でみられるオワハラに該当し得る例としては、

次のようなものが挙げられる。 

ただし、オワハラは、これらの例に限られるものではない。 

 

・ 自社の内（々）定と引換えに、他社への就職活動を取りやめるよう強要

すること 

・ 自由応募型の採用選考において、内（々）定と引換えに、大学等あるい

は大学教員等からの推薦状の提出を求めること 

・ 他社の就活が物理的にできないよう、研修等への参加を求めること 

・ 内定承諾書等の早期提出を強要すること 

 
23 職業紹介事業者が就活エージェント等の名称で提供する職業紹介サービスを学生が活用し企業か

ら内々定を受けた際、当該就活エージェント等から、他企業への就職活動の終了を迫られる等の事例

がみられる。大学は、学生に対し、内々定を受けた後であっても、引き続き就職活動ができる旨を周知徹

底する。仮に不当な行為等があった場合には、キャリアセンター等の窓口で相談や企業に対する申し入れが

できるよう環境を整備する。 同時に、学生に対して、不必要に複数の内々定を保持する行為などは厳に慎

み、節度ある就職活動を行うよう周知徹底する。 

また、都道府県労働局・ハローワークにおいても、学生からの相談を受けつけ、相談者の意向も踏まえつ

つ、事実確認の上で、適切に対処する。都道府県労働局・ハローワークと大学のキャリアセンター等の窓口

は、事例の共有等の連携を行う。 
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・  内（々）定辞退を申し出たにもかかわらず、引き留めるために、何度も

話し合いを求めること 

・ 内（々）定期間中に行われた業務性が強い研修について、引き留めを目的

として、内（々）定を辞退した場合において研修費用の返還を求める、あ

るいは、事前にその誓約書を要求すること 
 

 

10．セクシュアルハラスメント・パワーハラスメントの防止の徹底  

  就職をしたいという学生の弱みに付け込んだ、学生に対するセクシュアルハラスメン

ト・パワーハラスメントが確認されています。 

 

〇 採用選考活動や OB・OG訪問対応時、インターンシップ等において、性的な冗談や

からかい、身体に接触するなどセクシュアルハラスメントやパワーハラスメントを

行ってはならない旨を社員に対して周知をするほか、学生からの相談に対して適切

な対応を行う 24など、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントの防止のた

めの対応を徹底すること。 

 

11．学生からの苦情・相談への対応  

  上記のようなハラスメント行為への対応も含め、学生が安心して就職活動に取り組め

るような環境づくりのため、大学・企業・政府等の関係者が学生からの苦情・相談に対

応することが重要であり、企業及び学生と企業のマッチング機能を担う職業紹介事業者

の皆様におかれては、下記の対応をお願いします。 

 

〇 若者雇用促進法に基づく指針等も踏まえ、職業安定機関（ハローワーク等）等と

連携を図りつつ、相談窓口の設置など、学生からの苦情・相談を迅速、適切に処理す

るための体制の整備及び改善向上に努めること。 

 

 

 

以 上 

 
24 「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針

（平成 18 年厚生労働省告示第 615 号）」等 
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インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る

取組の推進に当たっての基本的考え方 

平成 ９年 ９月１８日 

  平成２６年 ４月 ８日一部改正 

  平成２７年１２月１０日一部改正 

令和 ４年 ６月１３日一部改正 

文 部 科 学 省 

厚 生 労 働 省 

経 済 産 業 省  

１ 大学等におけるインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組について 

 大学等におけるインターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る産学協働の取

組（以下、「キャリア形成支援に係る取組」という。）は、大学等での学修と社会での経験を結び

つけることで、学修の深化や学習意欲の喚起、職業意識の醸成などにつながるものであり、その

教育的効果や学生のインターンシップを始めとするキャリア形成支援における効果が十分に期

待できる重要な取組である。 

本年４月に一般社団法人日本経済団体連合会と大学関係団体等の代表者により構成される「採

用と大学教育の未来に関する産学協議会」（以下、「産学協議会」という。）において、「学生のキ

ャリア形成支援に係る産学協働の取組み」が次の四つの類型に整理され、そのうちタイプ３及び

タイプ４がインターンシップであるとされた。

（学生のキャリア形成支援に係る産学協働の取組の四つの類型１） 

タイプ１ オープン・カンパニー

タイプ２ キャリア教育

タイプ３ 汎用型能力・専門活用型インターンシップ

タイプ４ 高度専門型インターンシップ（試行）

この整理は、産業界と学界で議論された上で決定されたものであることを踏まえ、インターン

シップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっては、その整理に基づき、取組

を実施すべきである。 

タイプ３及びタイプ４の大学等のインターンシップ（以下、「インターンシップ」という。）に

ついては、「学生がその仕事に就く能力が自らに備わっているかどうか（自らがその仕事で通用

するかどうか）を見極めることを目的に、自らの専攻を含む関心分野や将来のキャリアに関連し

た就業体験（企業の実務を経験すること）を行う活動（但し、学生の学修段階に応じて具体的内

容は異なる）」と定義された。一方、タイプ１及びタイプ２のうち、従来インターンシップと称

されていたもので、今回の産学協議会の定義では、インターンシップとは称されないが、教育的

効果や学生のキャリア形成への効果が一定程度期待できるものもあることから、それらの取組を

含めたインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっての基本的

考え方について改めて示すこととする。 

1  詳細は別紙１及び以下産学協議会 URL 参照 

（https://www.sangakukyogikai.org/_files/ugd/4b2861_5a793f7f7ec243598da50a98d45771ab.pdf） 
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なお、新たな取組として、タイプ４のうち博士課程におけるジョブ型研究インターンシップは、

令和３年度より先行的・試行的取組として実施されており、今後の展開が期待されている。タイ

プ４の修士課程におけるジョブ型研究インターンシップや高度な専門性を重視した修士課程学

生向けインターンシップ（仮称）の実施時期等の詳細については、今後検討されることとされて

いる。    

本「インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっての基

本的考え方」については、今後の産学協議会における検討状況や新たな整理に基づいたキャリア

形成支援に係る取組の実施状況等を踏まえ、必要に応じて見直すこととする。 

 

２ インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の意義 

  インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組は、学生を送り出す大学等、これ

を体験する学生、学生を受け入れる企業等それぞれにとって、様々な意義を有するものであり、

それぞれの側において積極的に対応していくことが望まれる。 

 

①大学等及び学生にとっての意義 

〇 キャリア教育・専門教育としての意義 

大学等におけるキャリア教育・専門教育を一層推進するとともに、学生のキャリア形成を

支援する観点から、有効な取組である。 

 

〇 教育内容・方法の改善・充実 

    アカデミックな教育研究と社会での実地の体験を結び付けることが可能となり、大学等に

おける教育内容・方法の改善・充実につながる。 

    また、学生の新たな学習意欲を喚起する契機となることも期待できる。 

 

〇 高い職業意識の育成 

    学生が自己の職業適性や将来設計について考える機会となり、主体的な職業選択や高い職

業意識の育成が図られる。また、これにより、就職後の職場への適応力や定着率の向上にも

つながる。 

 

〇 自主性・独創性のある人材の育成 

    企業等の現場において、企画提案や課題解決の実務を経験したり、就業体験を積み、専門

分野における高度な知識・技術に触れながら実務能力を高めることは、課題解決・探求能力、

実行力といった「社会人基礎力」や「基礎的・汎用的能力」などの社会人として必要な能力

を高め、自主的に考え行動できる人材の育成にもつながる。 

    また、企業等の現場において独創的な技術やノウハウ等がもたらすダイナミズムを目の当

たりにすることにより、Society 5.0 for SDGs に向けたイノベーションの創出の担い手とな

る独創性と未知の分野に挑戦する意欲を持った人材の育成にも資する。  

 

  ② 企業等における意義 

〇 実践的な人材の育成 

     前述１で記載した四つの類型のうちタイプ２、タイプ３及びタイプ４によって学生が得る
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成果は、就職後の企業等において実践的な能力として発揮されるものであり、その普及は実

社会への適応能力のより高い実践的な人材の育成につながる。 

 

〇 大学等の教育への産業界等のニーズの反映 

     取組の実施を通じて大学等と連携を図ることにより、大学等に新たな産業分野の動向を踏

まえた産業界等のニーズを伝えることができ、大学等の教育にこれを反映させていくことに

つながる。 

 

〇 企業等に対する理解の促進、魅力発信 

     大学等と企業等の接点が増えることにより、相互の情報の発信・受信の促進につながり、

企業等の実態について学生の理解を促す一つの契機になる。これについては、特に中小企業

やスタートアップ企業等にとって意義が大きいものと思われ、中小企業等の魅力発信として

も有益な取組である。 

さらに、取組を通じて学生が各企業等の業態、業種又は業務内容についての理解を深める

ことによる就業希望の促進が可能となることや、受入企業等において若手人材の育成の効果

が認められる。また、学生のアイディアを活かすような企業等以外の人材による新たな視点

等の活用は企業等の活動におけるメリットにもつながる。これらの企業等の受入れの意義を

大学等及び企業等において共有することが重要である。 

 

   〇 採用選考時に参照し得る学生の評価材料の取得 

    新たに整理されたインターンシップ（タイプ３及びタイプ４）において、学生が実際の現

場で就業体験を行うことにより、企業等にとっては、学生の仕事に対する能力を適正に評価

するとともに、採用選考活動時における評価材料を取得することができる。 

 

３ インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の推進の望ましい在り方 

  当該取組については、大学等の教育・学生のインターンシップを始めとするキャリア形成支援

の一環として位置付けられるものであることから、大学等が積極的に関与することが必要である。

また、学生と企業のマッチングの機会を提供する等のサポート体制を構築することは、そのプロ

グラムの効果を高めるという点で有益である。 

また、インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組は、就職・採用活動そのも

のではないので、インターンシップと称して就職・採用活動開始時期前に就職・採用活動そのも

のが行われることにより、産学協働による取組全体に対する信頼性を失わせるようなことになら

ないよう、関わる者それぞれが留意することが、今後のそれらの取組の推進に当たって重要であ

る。 

このため、当該取組で取得した学生情報の企業等の広報活動・採用選考活動における取扱いに

ついては、新しいインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の定義等を正しく

理解し、今回変更となった別紙２の「企業等がインターンシップを始めとするキャリア形成支援

に係る取組で取得した学生情報の広報活動・採用選考活動における取扱いの考え方について」に

基づき、実施時期に応じた取扱いに留意する必要がある。なお、別紙２については、令和５年度

の卒業・修了生を対象とした「令和４年度のインターンシップを始めとするキャリア形成支援に

係る取組」と「令和６年度以降の卒業・修了生を対象とした令和５年度以降のインターンシップ

を始めとするキャリア形成支援に係る取組」では取扱いが異なる点に留意が必要である。 
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（１）大学等におけるインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組についての留意

事項 

 ① 大学等における取組の位置付け 

   上述の四つの類型は、それらの取組を大学等における単位として認めるか否かに関係し、

タイプ２、タイプ３及びタイプ４のうち、実施期間等の一定の水準を満たした場合には、大

学等の教育課程に位置付けられたものとして単位が認定される場合が多いと思われる。  

    インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組を大学等の単位に組み込む

ことは、大学等の教育、特に専門教育とのつながりがより明確になることや、それらの取組

のプログラムや事前・事後教育等の体系化及び充実が図られる等、その教育効果を高め、学

生が大学等における教育内容をより深く理解できるとともに、自身のキャリア形成が大きく

進展するというメリットがあり、望ましいと考えられる。 

なお、特に当該単位を学位の構成要件とするに当たっては、教育課程の体系の中に当該単

位をどのように位置付けるか十分な検討が必要である。また、単位化を進めんがため、かえ

って不必要な教育内容を生じさせることのないような工夫が必要である。 

一方、タイプ１の形態のものは、原則単位は認定されないものであると思われるが、人材

育成の観点から有益と判断されるものについては、授業の一部に取り入れるなど大学等の教

育課程の中に位置付けていくことを含め、検討することが必要である。 

 

  ② 実施体制の整備 

    企業等との連携を適切に図り、取組を円滑に実施するため、インターンシップを始めとす

るキャリア形成支援の専任の教職員を配置するなど、大学等の規模に応じた実施体制の充実

が重要である。 

 

  ③ 取組の教育目的の明確化等 

    取組の実施に際しては、その教育目的を明確化し、これに基づき、必修か選択か、何年生

で実施するか、授業期間中に行うか休業期間中に行うか、期間をどれくらいにするかなど

様々な点について、どのように行うのが最も効果的かという観点から検討する必要がある。 

    また、それらの取組は企業等にとっても大きな負担を伴うものであり、こうした点からも、

その効果が最大のものとなるよう努力していくことが重要である。 

さらに、インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組は、学生が自らの専

攻や将来希望する職業に関連した職場で業務を体験することを通じ、大学等において自らが

学んだ内容と社会との関連性を認識し、今後の主体的な学修への動機付けを強め、専門知識

の有用性や職業自体について具体的に理解することを促す契機となると考えられる。大学等

における教育の推進や学生のインターンシップを始めとするキャリア形成支援の観点から

も、能動的な学修を促す学修プログラムとして提供されるそれらの取組の意義が重要である。 

 

  ④ 取組による学習成果の評価等 

    インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組は大学等の外の場所におけ

る学習であり、こうした学習成果について企業等と連携した適切な評価方法について検討し、

その目的を踏まえながら適切な評価を行っていく必要がある。特に、学生のそれらの取組の
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成果の評価について、企業等にとって各大学等によって異なる対応が必要な現状を改めるた

め、大学等からの学生の評価書類における要素等の共通化を図る必要がある。 

 

  ⑤ 実施時期、期間等 

    実施時期については、その教育目的、全体の教育課程との関係、企業等の受け入れ可能時

期との関係等を検討した上で、適切な時期を選択する必要がある。また、採用・就職活動の

秩序の維持にも配慮する必要がある。 

    実施期間については、現状においては様々であるが、その教育目的や教育効果などを踏ま

えながら、学生・企業等の意見を十分に聞き、適切な期間を定める必要がある。 

 

  ⑥ 形態の多様化 

    参加の機会提供にあたっては、短期プログラムの内容の充実を図りながら拡大することは

もちろんのこと、教育効果の高い中長期インターンシップや、専門教育との関連付けにより

一層効果を発揮するコーオプ教育プログラム（例えば数ヶ月間～数年次にわたり大学等での

授業と企業等での実践的な就業体験を繰り返す教育プログラム）、学生の責任感を高め、長

期の場合には学生の参加を促す効果が考えられる有給インターンシップなど、多様な形態の

取組をその目的に合わせて柔軟に取り入れることが重要である。 

 

  ⑦ 場の多様化 

 実際に行う場としては、一般的には企業が考えられるが、その目的に応じて、行政機関や

公益法人等の団体なども考えられる。また、受入先の企業を選ぶ場合、特定の業種や大企業

に偏ることなく、中小企業やスタートアップ企業等を含めバランスが保たれるよう配慮する

必要がある。 

    さらに、職業意識を高める観点からは、必ずしも学生の専攻に関連する分野だけでなく、

幅広い分野を対象にしたり、また一つの分野にだけ行くのではなく、複数の分野を体験した

りすることも有意義であると考えられる。 

また、社会や経済がグローバル化する中、世界で活躍する真のグローバル人材を育成する

観点から、日本人学生が海外留学中に行う海外インターンシップを推進することや、我が国

の成長につながる優秀な外国人留学生を確保する観点から、日本企業による外国人留学生を

対象とした実施を促進することも必要である。 

 

（２）学生を受け入れる企業等におけるインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取

組についての留意事項 

  ① 取組に対する基本認識 

    当該取組は、社会・地域・産業界等の要請を踏まえ、将来の社会・地域・産業界等を支え

る人材を産学連携による人材育成の観点から推進するものであり、自社の人材確保にとらわ

れない広い見地からの取組が必要である。また、こうした観点から、長期的な視野に立って

継続的にそれらの取組を受け入れていくことが望ましい。 

 学生を受け入れる企業等において、こうした趣旨を十分理解して対応することが、今後の

それらの取組の推進において極めて重要である。 
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  ② 実施体制の整備 

    インターンシップを始めとしたキャリア形成支援に係る取組は、企業等の場における学生

に対する教育活動であり、十分な教育効果をあげるためには、企業等における実施体制の整

備が必要である。また、実際のプログラムの目的・方法を明確化するとともに、大学等と連

携しながら効果的なプログラムを開発することが重要である。その際には、双方の負担軽減

の観点から、大学との協定書や覚書等の書類については可能な限り簡略化を図るべきである。 

 

  ③ 経費に関する問題 

    取組に関しては、これに要する経費負担や学生に対する報酬支給の扱いなど経費に関する

問題がある。 

    現状においては、こうした経費の扱いに関しては多様な例が見られるとともに、実施の形

態には様々なものがあるため、基本的には、個別に大学等と企業等が協議して決定すること

が適切であると考えられる。 

 

  ④ 安全、災害補償の確保、ハラスメントへの対応 

    実施中の学生の事故等への対応については、大学等、企業等の双方において十分に留意す

る必要があるが、現場における安全の確保やハラスメントへの対応に関しては、企業等にお

いて責任をもった対応が必要である。 

    また、万一の災害補償の確保に関しても、大学等と事前に十分協議し、責任範囲を明確に

した上で、それぞれの責任範囲における補償の確保を図ることが重要である。 

    

  ⑤ 労働関係法令の適用 

    取組の実施にあたり、受け入れる企業等と学生の間に使用従属関係等があると認められる

場合など、労働関係法令が適用される場合もあることに留意する必要があり、その場合には、

企業等において労働関係法令が遵守される必要がある。 

 

  ⑥ 適切な運用のためのルールづくり 

    取組により、企業等と大学等や学生との結び付きが強くなり、採用の早期化、指定校制な

どにつながるのではないかといった懸念も指摘されている。 

    このため、その実施に当たっては、学生の受入れの公正性、透明性を確保するための適切

な運用のためのルールづくりが必要である。 

      

  ⑦ タイプ３のインターンシップの実施時期 

 タイプ３のインターンシップについては、大学等の正課及び大学院博士課程を除き、卒業・

修了前年度ないし卒業・修了年度の長期休暇期間中に実施するものであり、学生の学修時間

の確保に十分な配慮が必要である。 

 

 

４ インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の推進方策の在り方 

インターンシップを始めとしたキャリア形成支援に係る取組の円滑な推進のため、文部科学省、

厚生労働省、経済産業省が連携しつつ、大学等、企業等の協力を得ながら、以下の施策を積極的
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に展開することが必要であると考える。 

①  情報提供及び調査研究 

インターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の意義、メリットなどが十分

理解されるよう、様々な広報媒体の活用やシンポジウムの開催などにより、産学協議会が

定めた学生のインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の四つの類型、

取組推進の望ましい在り方について、関係省庁それぞれより大学等・学生・企業等への周

知・普及啓発を図る。 

また、文部科学省において、平成９年より「インターンシップ実施状況調査」を全ての大

学及び高等専門学校に対して実施し、大学等が単位認定を行っているものについて実施状況

を把握しているところである。このほか、関係省庁や民間においても調査等により、それら

の取組の実施状況が把握されている。 

今後、学生のインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の四類型化や学

生情報の取扱いの考え方の変更後の実施状況について把握に努める。 

さらに、このような取組の推進のための各種施策の実施や指導・助言等を行うための体制

整備を図る。 

 

  ② 取組推進のための仕組みの整備 

    上記の情報提供に加え、実際に大学等のニーズと企業等のニーズとを効果的に結び付け、

より多くの学生の参加機会を確保するため、マッチングが円滑に行われるような仕組みを整

備することが必要である。このため、例えば、各地域に企業等、大学等、関係する諸々の行

政機関からなる産官学による協議会等の場を活用するなどし、情報交換等を図る。 

なお、当該仕組みにおけるインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組の

プログラムの構築の際、大学等の教育目的と企業等が提供可能な教育資源等の調整を行うな

ど、大学等と企業等との相互理解を前提とすることによって、より教育効果の高い取組が期

待される。 

 

③   専門人材の育成・確保 

    大学等はインターンシップを始めとするキャリア形成支援に係る取組に関する専門的知

見を有する教職員の育成を行うとともに、大学等と企業等が協力して、受入れ拡大のための

それらの取組のプロジェクト設計や、大学側と企業側のニーズのマッチング等を行う専門人

材（コーディネーター等）の育成・確保が必要である。 

 

  ④ 大学等及び受入企業等に対する支援 

    取組の実施は、大学等、企業等にとって、新たな負担が伴うものであり、その推進のため、

これに積極的に取り組む大学等や企業等に対する適切な支援を図る。特に、資金力や情報力

等が十分でない中小企業やスタートアップ企業等にもそれらの取組が普及するよう適切な

支援を図る。   
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出典：（「採用と大学教育の未来に関する産学協議会 2021 年度報告書「産学協働による自律的な 

キャリア形成の推進」 

 

 

 

別紙１ 
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企業等が令和５年度以降のインターンシップを始めとする 

キャリア形成支援に係る取組で取得した学生情報の 

広報活動・採用選考活動における取扱いの考え方について 

 

 

インターンシップを始め

とするキャリア形成支援

に係る取組の実施（開

始）時期 

 

基本的な取扱い 

あらかじめ広報活動・採

用選考活動の趣旨を含む

ことが示された場合の取

扱い 

 

 

卒業・修了前年次２月末まで 

広報活動開始時期「前」 

 

 

 

学生情報は、広報活動・採用選

考活動に使用できない。 

 

 

※広報活動・採用選考活動にお

いて、学生が企業に対し自ら

提出したエントリーシート、

成績表等にタイプ１～４の

取組への参加事実、フィード

バック結果等が記載されて

いる場合は、他の成績書類と

同様に、これを広報活動・採

用選考活動に使用すること

は差し支えない。 

 

タイプ３のインターンシップ

に限り、取得した学生情報を

３月以降は広報活動に、６月

以降は採用選考活動に使用で

きる。 

 

卒業・修了前年次３月 

～卒業・修了年次５月末まで 

広報活動開始時期「後」かつ

採用選考活動開始時期「前」 

学生情報を広報活動に使用で

きる。 

タイプ３のインターンシップ

に限り、取得した学生情報

を、６月以降は採用選考活動

に使用できる。 

 

卒業・修了年次６月以後 

採用選考活動開始時期「後」 

学生情報を使用できる。 

 

注１）広報活動  ：採用を目的とした情報を学生に対して発信する活動。 

採用のための実質的な選考とならない活動。 

   採用選考活動：採用のための実質的な選考を行う活動。 

採用のために参加が必須となる活動。 

注２）本表は、令和６年度以降の大学、大学院修士課程、短期大学、高等専門学校の卒業・修了予

定者を対象として実施する令和５年度以降のインターンシップを始めとするキャリア形成

支援に係る取組の取扱いである。 

注３）タイプ３は次表の要件を満たす必要がある。 

 

 

別紙２ 
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（タイプ３産学協議会基準に準拠したインターンシップの要件） 

(１)〈就業体験要件〉 

  必ず就業体験を行う。インターンシップ実施期間の半分を超える日数を職場で

の就業体験に充てる。 
※ テレワークが常態化している場合、テレワークを含む 

 
(２)〈指導要件〉 

  就業体験では、職場の社員が学生を指導し、インターンシップ終了後、学生に

対しフィードバックを行う。 

 
(３)〈実施期間要件〉 

  インターンシップの実施期間は、汎用的能力活用型では５日間以上、専門能力

活用型では２週間以上。 

 
(４)〈実施時期要件〉 

  学業との両立に配慮する観点から、大学の正課および博士課程を除き、学部３

年・４年ないし修士１年・２年の長期休暇期間（夏休み、冬休み、入試休み・春

休み）に実施する。 

 

(５)〈情報開示要件〉 

  募集要項等に、以下の項目に関する情報を記載し、HP等で公表する。 

 ①プログラムの趣旨(目的) 

 ②実施時期・期間、場所、募集人数、選抜方法、無給/有給等 

 ③就業体験の内容(受入れ職場に関する情報を含む) 

 ④就業体験を行う際に必要な(求められる)能力 

 ⑤インターンシップにおけるフィードバック 

 ⑥採用活動開始以降に限り、インターンシップを通じて取得した学生情報を活用する旨 

(活用内容の記載は任意) 

 ⑦当該年度のインターンシップ実施計画(時期・回数・規模等) 

 ⑧インターンシップ実施に係る実績概要(過去２～３年程度) 

 ⑨採用選考活動等の実績概要 ※企業による公表のみ 

 

出典：（「採用と大学教育の未来に関する産学協議会 2021年度報告書「産学協働による自律的な

キャリア形成の推進」） 

※ タイプ３は、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、企業、独立行政法人、NPO法人等

が実施主体となるので、本要件の「大学」は「大学等」、「社員」は「社員等」と読み替える

など、実施主体ごとに適切に解釈するものとする。 
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企業等が令和４年度のインターンシップを始めとする 

キャリア形成支援に係る取組で取得した学生情報の 

広報活動・採用選考活動における取扱いの考え方について 

 

インターンシップを始め

とするキャリア形成支援

に係る取組の実施（開

始）時期 

 

基本的な取扱い 

あらかじめ広報活動・採

用選考活動の趣旨を含む

ことが示された場合の取

扱い 

 

 

 

３学年次２月末まで 

広報活動開始時期「前」 

 

 

 

 

学生情報は、広報活動・採用選

考活動に使用できない。 

 

 

 

 

 

 

 

※広報活動・採用選考活動に

おいて、学生が企業に対し自

ら提出したエントリーシー

ト、成績表等にタイプ１～４

の取組への参加事実、フィー

ドバック結果等が記載されて

いる場合は、他の成績書類と

同様に、これを広報活動・採

用選考活動に使用することは

差し支えない。 

 

広報活動・採用選考活動の趣

旨を含むことはできない。 

 

※広報活動開始日以前に開始

されるタイプ１～４の取組に

ついては、終了日が広報活動

開始日以降であっても、開始

時点では趣旨の明示を行うべ

きではないため、広報活動・

採用選考活動としての取扱い

は行わない。 

 

３学年次３月 

～４学年次５月末まで 

広報活動開始時期「後」かつ

採用選考活動開始時期「前」 

 

学生情報を広報活動に 

使用できる。 

 

４学年次６月以後 

採用選考活動開始時期「後」 

学生情報を採用選考活動に 

使用できる。 

注１）広報活動  ：採用を目的とした情報を学生に対して発信する活動。 

採用のための実質的な選考とならない活動。 

   採用選考活動：採用のための実質的な選考を行う活動。 

採用のために参加が必須となる活動。 

注２）本表は、令和５年度の大学、大学院修士課程、短期大学、高等専門学校の卒業・修了予定

者を対象として実施する令和４年度のインターンシップを始めとするキャリア形成支援に

係る取組の取扱いである。 

 



お申し込みいただいた求人について、法令に違反する内容が含まれているもの、必要な労働条件
が明示されていないものは、ハローワークで受理することができません。

ここでは、求人のお申し込みに当たって重要な制度等について解説します。

＜解説項目＞
１．労働契約・労働条件等について
２．厚生年金保険・労働保険の加入について
３．男女均等な募集・採用について

「働き方改革関連法」の新たなルールが、2019年４月から順次適用されています。

◆時間外労働の上限規制について
大企業 ：2019年４月から 中小企業：2020年４月から

◆同一労働同一賃金（正規、非正規の間の不合理な待遇差の解消）について
＜パートタイム労働者、有期雇用労働者＞

大企業 ：2020年４月から 中小企業：2021年４月から

＜派遣労働者＞
企業規模にかかわらず、2020年４月から

以下に示す「★」マークの箇所は、働き方改革関連法による法改正内容です。
詳しい改正内容については、厚生労働省ホームページをご覧ください。

▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働政策全般＞施策情報＞総合的な労働施策の策定＞「働き方 改
革」の実現に向けて

労働法等に関する解説

１．労働契約・労働条件等について

（1）労働契約の期間について（労働基準法第14条）

労働契約の期間は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定める
もの（有期の建設工事等）のほかは、３年（厚生労働大臣の定める基準による者（下記「契約期
間の上限」内の※参照）や、満60歳以上の者との労働契約を結ぶ場合には５年）を超えてはな
りません。

有期労働契約（期間の定めのある労働契約）について、一定の事業の完了に必要な期間を定めるも
ののほかは、契約期間の上限は３年です。

高度の専門的な知識、技術又は経験を有する者 (下記※参照)や満60歳以上の労働者と有期労働契約
を締結する場合の契約期間の上限は５年です。

※ 厚生労働大臣の定める基準による者：医師、獣医師、税理士、一級建築士の資格を有する者、ま
た、農林水産・機械・電気・土木・建設技術者及び、システムエンジニアのうち一定以上の収入を
有する者 等

契約期間の上限

KYGGYS
4



有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準

（2）労働条件の明示について（職業安定法第５条の３、第５条の４）

求人の申込み時における労働条件の明示

有期労働契約の締結時や期間の満了時におけるトラブルを防止するため、「有期労働契約の締結、更
新及び雇止めに関する基準」を遵守してください。

内容は以下のとおりです。

① 使用者は、有期労働契約の締結後、当該有期労働契約の変更又は更新に際して、通算契約期間又は有
期労働契約の更新回数について、上限を定め、又はこれを引き下げようとするときは、あらかじめ、そ
の理由を労働者に説明しなければなりません。

② 使用者は、有期契約労働者（契約を３回以上更新し、又は、１年を超えて勤務している者）について
雇止めをする場合には、少なくとも契約の期間が満了する日の30日前に予告しなければなりません。

③ 使用者は、労働者が雇止めの理由について証明書を請求した場合には、遅滞なくこれを交付しなけれ
ばなりません。

④ 使用者は、有期契約労働者（契約を１回以上更新し、かつ、１年を超えて勤務している者）との契約
を更新する場合には、契約の実態及びその労働者の希望に応じて、契約期間をできる限り長くするよう
努めなければなりません。

⑤ 使用者は、労働基準法第15条第1項の規定により、労働者に対して無期転換後の労働条件を明示する
場合においては、当該労働条件に関する定めをするに当たって労働契約法第3条第2項の規定の趣旨を踏
まえて就業の実態に応じて均衡を考慮した事項について、当該労働者に説明するよう努めなければなり
ません。

詳細については、厚生労働省ホームページをご覧ください。

▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働基準＞施策情報＞労働契約＞労働契約（契約の締結、労働条件の変
更、解雇等）に関する法令・ルール

求人者は求人の申込みにあたり公共職業安定所又は職業紹介事業者に対し、労働者供給を受
けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、求職者又は供給される労働
者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければなりません。
直接募集の場合は、募集に応じて労働者になろうとする者に対して、同じように労働条件を明
示する必要があります。

また、労働者の募集を行う者は、広告等により労働者の募集に関する情報や事業所情報を提
供するときは、虚偽の表示又は誤解を生じさせる表現をしてはならず、正確かつ最新の内容に
保たなければなりません。

◆明示する事項（職業安定法施行規則第４条の２）※令和６年４月より求人票で下線部の事項を明示する必要があります。

① 労働者が従事すべき業務の内容に関する事項（従事すべき業務の内容の変更の範囲を含む。）

② 労働契約の期間に関する事項

③ 試みの使用期間に関する事項

④ 有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約期間又は有期労働契約の更新回数に上
限の定めがある場合には当該上限を含む。） ※有期労働契約に係る場合のみ

⑤ 就業場所に関する事項（就業の場所の変更の範囲を含む。）

⑥ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関する事項※裁量労
働制を採用している場合の労働時間を含みます。



求職者は、求人票に記載された条件で採用されることを希望して応募しています。応募者を採用
する場合には、求人票に記載した条件を順守するようお願いします。

やむを得ず、求人票に記載した労働条件から変更しなければならない場合は、求人者は求職者に
対し、労働契約締結前に、可能な限り速やかに変更内容について明示しなければなりません。

また、労働条件を変更する場合のほか、幅のあった労働条件を特定する場合、当初明示していた
労働条件を削除する場合や明示していなかった労働条件を新たに追加する場合も同様です。

労働契約の締結時における労働条件の明示

絶対的必要記載事項（書面交付が必要） ＊「労働条件通知書」（モデル様式）（次頁参照）

① 労働契約の期間に関する事項
② 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約期間又は有期労

働契約の更新回数に上限の定めがある場合はその上限を含む）
③ 就業の場所及び従事すべき業務の内容に関する事項（就業の場所及び従事すべき業務の変

更の範囲を含む）
④ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇及び交替

制勤務をさせる場合には就業時転換に関する事項
⑤ 賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期に関する事項
⑥ 退職に関する事項（解雇の事由を含む）
⑦ その契約期間内に労働者が労働契約法第18条第1項の無期転換申込みをすることができる

こととなる有期労働契約の締結の場合においては、無期転換申込みに関する事項及び無期
転換後の労働条件

◆ 明示すべき労働条件

使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなけ
ればなりません（労働基準法第15条）。求人票の労働条件はそのまま採用後の労働条件となることが
期待されますので、安易に変更してはならないこととされています（やむを得ず変更する場合には求
職者に対し、労働契約締結前に変更内容を明示することが必要です。）。

上記のほか、昇給､退職手当､賞与､臨時に支払われる賃金､安全衛生､職業訓練､休職､災害補償､表彰･
制裁及び労働者が負担する食費･作業用品等､これらについて定めた場合には、書面もしくは口頭により
明示しなければなりません。

なお、労働者が希望した場合、①ファックスによる送信、②電子メール等による送信（当該記録を出
力することにより書面を作成できるものに限る。）による明示も可能です。

詳細については、厚生労働省ホームページをご覧ください。

▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働基準＞施策情報＞労働契約＞労働契約（契約の締結、労働条件の
変更、解雇等）に関する法令、ルール

⑦ 賃金の額に関する事項※いわゆる「固定残業代」を採用している場合、手当を除いた基本給及び
手当の額

⑧ 健康保険法による健康保険、厚生年金保険法による厚生年金、労働者災害補償保険法による労働
者災害補償保険及び雇用保険法による雇用保険の適用に関する事項

⑨ 労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項

⑩ 労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨※派遣労働者として雇用しようとする場合のみ

⑪ 就業の場所における受動喫煙を防止するための措置に関する事項

なお、明示の方法は、書面によるほか、求職者が希望した場合、（ア）ファックスによる送信、
（イ）電子メール等による送信（当該記録を出力することにより書面を作成できるものに限る。）に
よる明示も可能です



〈労働条件通知書 (モデル様式) 〉

労働条件通知書（モデル様式）〉については、厚生労働省ホームページをご覧ください。

▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働基準＞リーフレット等一覧＞主要様式ダ
ウンロードコーナー＞労働基準法等関係主要様式一覧



◆ 不合理な待遇差の禁止（短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律第８・９条、

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第30条
の３・30条の４）

正社員と、パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者との間で、基本給や賞与、役職
手当、通勤手当、地域手当等の各種手当といった個々の待遇ごとに、不合理な待遇差を設けるこ
とが禁止されています。

◆ 労働者に対する説明義務（短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律第14条、

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第31
条の２）

パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」な
ど自身の待遇に関する説明を求めることができ、このような求めがあった場合、事業主は、待遇
差の内容や理由について説明しなければなりません。

（4）労働時間について（労働基準法第32条、第４０条）

労働時間とは

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指
示により労働者が業務に従事する時間は労働時間にあたります。実際に労働している時間には限られ
ず、客待ち時間や資材到着待ち時間等の手待時間（待機時間）及び朝礼や片付けの時間等であっても
使用者の指揮監督のもとにある場合には、労働時間と判断されます。

終業時刻

拘束時間

法定労働時間（休憩時間除く）

所定労働時間（休憩時間除く）
所
定
時
間
外
労
働

法
定
時
間
外
労
働

始業時刻

労働時間 労働時間
休憩
時間

実作業時間＋手待時間・朝礼等 実作業時間＋手待時間・片付け等

9:00 12:00 13:00

17:00 18:00

20:00

【例：始業９時、終業17時の事業所で20時まで就労した場合の労働時間】

（3）同一労働同一賃金（正社員・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消）について★

労働基準法では、１日と１週間の労働時間を規定しています。これを法で定める労働時間、すな
わち、『法定労働時間』といいます。

法定労働時間は１日８時間、１週間40時間となっており、原則としてこの時間を超えて労働者
に労働させることはできません。

なお、特例措置対象事業場（常時使用する労働者が10人未満である商業、映画・演劇業、 保健
衛生業及び接客娯楽業の事業場）については、法定労働時間が１週間44時間の特例措置が認められて
いま す。



②特別条項付き協定

「特別条項付き協定」を結べば、臨時的な特別の事情が生じた場合に限度時間を超える時間を延
長時間とすることができます。

ただし、「特別条項付き協定」を結んだ場合であっても、時間外労働時間数の上限は１年720時
間となります。

特別条項付き協定を結んでいる場合は、求人申込み時に「36協定における特別条項」を「あ
り」としたうえで、「特別な事情・期間等」欄に特別な事情や延長時間等について具体的に記載し
てください。

時間外労働時間

① 36協定と限度時間

労働基準法第36 条に基づく時間外及び休日労働に関する労使協定（36協定）を定めた場合は、
法定労働時間を超える時間外労働を行わせることができます。

ただし、時間外労働時間数の上限は、原則１か月45時間、１年360時間となります（限度時間）。
※対象期間が３か月を超える１年単位の変形労働時間制の労働者は、１か月42時間、１年320時間。

求人申込みにあたっては、月平均の時間外労働（残業）の時間数も表記いただきます。

時間外労働を行わせる場合には、過半数労働組合等との労働基準法第36条に基づく時間外及び休日
労働に関する労使協定（36協定）の締結、及び労働基準監督署への届出が必要となりますので、ご
注意ください。

※ 臨時的な特別の事情とは、予算･決算業務のような一時的な業務、又は納期のひっ迫や機械
トラブルへの対応等の突発的な業務に限り、全体として1 年の半分を超えないことが見込まれ
るものを指すので、特に事由を限定せずに業務繁忙なときと定めることや使用者が必要と認め
るときのような場合は認められません。

★ なお、時間外労働時間数と休日労働時間数を合計して、１か月100時間未満、２～６か月平均80
時間以下としなければなりません。

業務の繁忙期の労働時間は長い一方で、閑散期の労働時間は短いといった場合に、予め就業規則や
労使協定により特定の期間を平均して１週40時間以内に収め、労働時間の短縮を図る制度を変形労働
時間制といいます。

具体的には次のとおりです。

① １か月単位の変形労働時間制：１か月以内の一定の期間を平均し、１週間の労働時間が40時間以下
の範囲内で、１日及び１週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度。

② フレックスタイム制：一定の期間を平均し、１週間の労働時間が原則40時間以下の範囲内で総
労働時間を定めておき、労働者がその範囲内で各日の始業及び終業の時刻を選択して働くことが
できる制度。

③ １年単位の変形労働時間制：１年以内の一定期間を平均し、１週間の労働時間が40時間以下の範囲
内で、１日及び１週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度。

④ １週間単位の変形労働時間制：規模30人未満の小売業、旅館、料理・飲食店の事業において、労使
協定により、１週間単位で毎日の労働時間を弾力的に定めることができる制度。

なお、いずれの制度も、労使協定の締結や就業規則等の定めが必要となります。

※ 36協定を定めていない場合の法定労働時間を超える時間外労働や、限度時間を超える時間外労
働とならないようご注意ください。

変形労働時間制



(4)労働時間、(5)休憩、(6)時間外、休暇及び深夜の割増賃金、(7)年次有給休暇の詳細については、厚生労
働省ホームページをご覧ください。
▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働基準＞施策情報＞労働時間・休日
▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働基準＞施策情報＞賃金

勤続年数

６か月
１年

６か月
２年

６か月
３年

６か月
４年

６か月
５年

６か月
６年

６か月
以上所定

労働日数

１年間の
所定

労働日数

通常の労働者 ※ 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

４日 169～216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

３日 121～168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

２日 73～120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

１日 48～ 72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

※週所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が30時間以上の労働者

（6） 時間外、休日及び深夜の割増賃金について（労働基準法第37条）

１日８時間、１週40時間（特例措置対象事業場は44時間）を超える時間外及び深夜（午後10時から
午前５時）に労働させた場合には２割５分以上、法定休日に労働させた場合には３割５分以上の割増賃
金を支払わなければなりません。

さらに、１か月に60時間を超える時間外労働に対しては、５割以上の割増賃金を支払わなければな
りません。(また､ 過半数労働組合等との協定により２割５分の割合を超える割増賃金を支払う代わり
に有給の休暇を付与することもできます。詳しくは、 最寄りの労働基準監督署にお問い合わせくださ
い。）

（7）年次有給休暇について（労働基準法第39条）

雇入れの日から起算して６ヵ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者には10日の年次
有給休暇を付与しなければなりません。その後は勤続年数に応じて下表の日数の年次有給休暇を与えな
ければなりません。また、短時間労働者に対しては、１週間もしくは１年間の所定労働日数に応じて比
例付与しなければなりません。

★ 使用者は10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対して、５日は時季（具体的にいつ休む
か）を指定して与える必要があります。

（5）休憩について（労働基準法第34条）

使用者は、労働者に対し労働時間が６時間を超える場合には45分以上、８時間を超える場合には１
時間以上の休憩を、労働時間の途中で与えなければなりません。

また、休憩時間は労働者に自由に利用させなければなりません。

休憩時間は原則として労働者に一斉に付与しなければなりません。（但し、労使協定を締結した場合
等にはこの限りではありません。）



２．厚生年金保険・労働保険の加入について

（1）厚生年金保険について

① すべての法人事業所（業種・従業員数は不問）
② 常時５人以上の従業員が働いている個人事業所（会社、工場、商店、事務所など）

ただし、サービス業の一部や農業、漁業などはこの限りではありません。

ハローワークでは、厚生年金への加入状況が明示されていない求人が提出された場合には、加入の必
要性の有無を確認するため年金事務所に連絡します。

（2）労働保険について

学生アルバイトや日々雇用される者など、すべての労働者が労災保険の対象となります。

詳細については、厚生労働省ホームページをご覧ください。
▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞労働基準＞施策情報＞労働保険の適用・徴収

労働保険についてのお問い合わせは、最寄りの労働基準監督署またはハローワークへ

労働保険（労災保険・雇用保険）は、農林水産業の一部を除き、労働者を一人でも雇用する事業につ
いて加入が義務づけられています。

被保険者について

厚生年金保険が適用となる事業所

労災保険

雇用保険

適用事業所に使用される(ア)～(ウ)のいずれかに該当する労働者は被保険者となります。

（ア） 正社員や法人の代表者、役員

（イ） １週間の所定労働時間及び１か月の所定労働日数が、同じ事業所で同様の業務に従事してい
る 正社員の４分の３以上であるパートタイム労働者等

（ウ） １週間の所定労働時間又は１か月の所定労働日数が、同じ事業所で同様の業務に従事している
正社員の４分の３未満であり、かつ、①週の所定労働時間が20時間以上、②月額賃金が8.8万円以
上、③学生以外、④従業員101人以上の企業に勤務していること又は従業員が100人以下の企業に
勤務している労働者については、労使間での合意があること、以上の４つの要件を全て満たすパー
トタイム労働者等

※  令和６年（2024年）10月から、⑤従業員101人→51人

上記における、適用となる事業所及び被保険者となる要件については一つの目安ですので、詳しくは
最寄りの年金事務所へお問い合わせください。

▷詳細については、日本年金機構ホームページをご覧ください。（http://www.nenkin.go.jp/）

次のいずれにも該当する者が被保険者となります。

① １週間の所定労働時間が20時間以上であること。

② 31日以上引き続き雇用されることが見込まれること。（31日未満の期間を定めて雇用される者で
あっても、契約更新により31日以上雇用されることが見込まれる場合を含む。）

※ ただし、複数の事業所で勤務する65歳以上の労働者、日雇労働者、季節労働者及び昼間学生等に
ついてはこの限りではありません。詳しくは最寄りのハローワークにお問合せください。



３．男女均等な募集・採用について

男女雇用機会均等法では、労働者の募集・採用に当たって、性別による差別的取扱いを原則禁止
しています。

禁止されている募集・採用例

男女雇用機会均等法違反とならない例

① 営業職・総合職・大卒技術系などの募集で男性（女性）のみを対象とする､ 営業マンやウエイトレス
など性別を表す職種で募集する､ また､ 形式上男女を募集の対象にしているが､ 応募の受付は男性（女
性）のみとすること。

② 「男性5人、女性10人」等男女採用予定人数を決めて採用する､ または､ 男性（女性）の選考を終了
した後で女性（男性）の選考をすること。

③ 女性のみに未婚であることや自宅からの通勤を条件にする､ また､ 男性（女性）のみに浪人や留年し
ていないことを条件にすることなど､ 募集･採用に当たって、男女で異なる条件を設けること。

④ 面接試験において､ 女性に対してのみ､ 結婚の予定の有無や子供が生まれた場合の継続就労の有無に
ついて質問すること。

⑤ 男性（女性）にのみ会社案内の資料を送付すること。 また､ 会社説明会の対象を男女いずれかとし
たり、男性（女性）より遅く実施すること。

⑥ 採用試験を実施するに当たって、男女で異なる内容とすること。

なお、募集・採用にあたって、業務に必要がないのに「一定の身長・体重・体力があること」を要件と
すること、業務に必要がないのに「全国転勤に応じられること」を要件とすることといった方針について
も、間接差別として禁止されています。

◆ 業務の正常な遂行上、一方の性でなければならない職務
① 芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から男女のいずれかのみに従事させることが必要

である職務
② 守衛、警備員等のうち防犯上の要請から男性に従事させることが必要である職務
③ 宗教上、風紀上、スポーツにおける競技、その他業務の性質上男女のいずれかのみに従事させる必

要があると認められる職務
④ 労働基準法等の規定により女性を就業させてはならないと定められている職務
⑤ 風俗、風習等の相違により男女のいずれかが能力を発揮し難い海外での勤務が必要な場合その他特

別な事情が認められる場合

◆ ポジティブ・アクションの取組
過去の女性労働者に対する取扱い等が原因で職場に事実上生じている男女間格差を解消する目的で行

う女性のみの募集・採用や女性を有利に取り扱う募集・採用

※ 女性のみを対象とするまたは女性を有利に取り扱う場合は、これまでの慣行や固定的な男女の役割分
担意識が原因で、募集しようとする雇用管理区分に女性がいない、少ない（女性労働者の割合が４割
を下回っている。）状況が生じている場合に限られます。「女性の事務職員が辞めたので後任も女性
がよい」といった、単に女性を採用したいという意図の場合は、法違反となります。

詳細については、厚生労働省ホームページをご覧ください。
▷厚生労働省ホームページトップ＞政策について＞分野別の政策一覧＞雇用・労働＞雇用環境・均等＞性別や働き方にかかわらず、能力を発揮できる社会へ

＞事業主の方へ＞雇用均等に関する法制度＞男女雇用機会均等法＞雇用における男女の均等な機会と待遇の確保のために



事業主の皆さまへ

職業安定法施行規則の改正により、2024（令和６）年４月１日以降、ハローワーク

に求人申込みを行う場合は、求人票に以下の①～③の明示をお願いします。

① 従 事 す べ き 業 務 の 変 更 の 範 囲 ※

② 就 業 場 所 の 変 更 の 範 囲 ※

※「変更の範囲」とは、雇入れ直後だけでなく、将来の配置転換など今後の見込みも含めた、

締結する労働契約期間中での変更の範囲のことをいいます。

・採用後、業務内容を変更する予定がない場合は、「仕事の内容」欄に「変更範囲：

変更なし」と明示してください。

・将来の配置転換など、雇入れ直後の業務と異なる業務に配置される見込みがある場

合には、同欄に変更後の業務を明示してください。

採用後、雇入れ直後の就業場所と異なる就業場所に配置される見込みがある場合は、

転勤の可能性を「１．あり」とした上で、転勤範囲を明示してください。

介護員

グループホーム（２ユニット：１８人定員）にて、ご利用者様に対する生活全般の介護サービスを提供いた
だきます。
〈主な業務〉
・移動、食事、入浴（２人体制）、排泄など日常生活の介助
・介護記録作成 ・誕生日会などレクリエーション開催
・買い物代行や、食材の買い出し ・機能訓練 など
※社用車（普通車１ＢＯＸ：ＡＴ車）の運転をお願いすることがあります
変更範囲：会計・経理事務、障害者福祉施設指導員

○○○ ○○○○

１０

２２ １２ １４

✓

A事業所、B事業所

○○県△△市□□町３番地

○○線 □□

✓

✓

求人票に明示する労働条件が

新 た に 3点追加されるのでご留意ください

UMWNHS
5



③ 有 期 労 働 契 約 を 更 新 す る 場 合 の 基 準

Ａ 今回の明示事項について、指定された欄に書き切れない場合は、求人申込書

の「求人に関する特記事項」欄に記載してください。

・雇用期間の定めがあり、当初の予定の雇用期間終了時点で契約更新をする可能性

がある場合は「契約更新の可能性」欄を「１．あり」に○を付けてください。

・更新継続が期待される場合は「原則更新」、更新の可能性はあるもののそれが確

実ではない場合は「条件付きで更新あり」に○を付けてください。

会社が定める能力評価により判断（通算契約期間上限４年／
更新回数上限３回）

１ ０

・都道府県労働局・ハローワーク
LL060115首01

■原則更新の場合は以下のように明示してください。

有期労働契約の通算契約期間または更新回数に上限がある場合

「求人に関する特記事項」欄に「更新上限：有（通算契約期間○年／更新回数○回）」

※更新上限がない場合に、その旨を明示する必要はありません。

■条件付きで更新ありの場合は以下のように明示してください。

・「契約更新の条件」欄に具体的な更新条件を記載

・有期労働契約の通算契約期間または更新回数に上限がある場合、同欄に記載

※更新上限がない場合に、その旨を明示する必要はありません。

※ 通 算 契 約 期 間 ま た は 更 新 回 数 の 上 限 を 含 み ま す 。

このリーフレットの内容や具体的な求人票の記載方法については、お近くのハロー

ワークまでお問い合わせください。

Ｑ 就業場所・業務に限定がない場合、どのように記載すればよいですか？

Ａ 就業場所・業務に限定がない場合は、「会社の定める○○」と記載するほか、変更の範囲

を一覧表として別途求職者に手交することも考えられますが、求職者とのトラブル防止のた

め、できる限り就業場所・業務の範囲を明確にするのが望ましいです。

Ｑ 今回の明示事項について、記載欄に書き切れない場合は、どうすればよいですか？
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従業員採用（内定）後における関係書類の取扱い 

 

 

 昭和 50年 2月 17日付けの労働省労働基準局長、婦人少年局長の連名通達により、労働基準法及び労働

安全衛生法にもとづく関係書類の記載については、次のように定められていますので、同和問題の正しい

認識の上に立って、現在使用中又は提出を求められている関係書類の内容について、早急に整理・改訂す

るようにしてください。なお、この通達は平成 9年 2月 21日に改正され、平成 9年 4月 1日から施行され

ています。 

 

 

（1） 労働基準法関係 

① 労働基準法第 57条に定める年少者の年齢証明書については「住民票記載事項の証明書」を備えれば足

りることとなっています。 

② 戸籍謄（抄）本及び住民票の写しは、画一的に提出又は提示を求めないようにし、それが必要になっ

た時点（例えば、冠婚葬祭等に際して慶弔金等が支給されるような場合で、その事実の確認を要する

とき等）で、その具体的必要性に応じ、本人に対し、その使用目的を十分説明のうえ提示を求め、確

認後すみやかに本人に返却してください。 

③ 就業規則等において、一般的に採用時、慶弔金等の支給時等に戸籍謄（抄）本、住民票の写し等の提

出を求める旨を規定している事例がありますが、これらについても、可能な限り「住民票記載事項の

証明書」により処理することとするなど、必要な見直し及び変更を行ってください。 
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（住民票記載事項の証明願） 

 

証    明    願 

 

市 （区） 町村長殿 

令和    年    月    日 

 

願出人住所氏名 

 

 

下記のとおり住民基本台帳に記録があることを証明願います。 

上記願出のとおり相違ないことを証明する。 

 

令和    年    月    日 

市 （区） 町村長氏名 □印  

 

住  所 
番地 

番    号 
世帯主 

氏 名 出  生  の  年  月  日 世帯主との続柄  

 平 

令 
年    月    日生  

 平 

令 
年    月    日生 

 

 平 

令 
年    月    日生 

 

 平 

令 
年    月    日生 

 

 平 

令 
年    月    日生 

 

 平 

令 
年    月    日生 

 

 平 

令 
年    月    日生 

 

(注) この証明願は市町村には備えてありませんので、証明を求める側で 

作成して市町村へ提出してください。 
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「住民票記載事項の証明書」（証明額）記載留意点 

 

１．住民票記載事項の証明の様式は、Ａ4判とし、複写可能用紙（裏面白紙）とする

こと。 

２．証明依頼事項は、必要な事項にとどめ空欄は斜線で抹消すること。 

（記載例） 年齢証明の場合 

 

下記のとおり住民基本台帳･･･････ 

上記願出のとおり･･･････ 

 

 

３．証明願記載にあたっては、住民・氏名・生年月日等必要事項について、正しく記

入すること。 

なお、記入事項に誤りがある場合は、訂正が必要となるので、証明願出にあたっ

ては願出人の印鑑を携行するようにしてください。 

住 所 東京都千代田区丸の内３丁目８番１号 世帯主      東 京 一 郎 

氏 名 出 生 の 年 月 日 世帯主との続柄 

東 京 さ お り 
平 

令 
１７年 12月 5日生 

 

   

 
 

 

   

   

   

   


